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報酬等に関する事項
三井住友銀行グループ及び株式会社三井住友銀行

■当行グループの対象役職員の報酬等に関する組織体制の整備状況について

1.対象役職員の範囲
開示の対象となる報酬告示に規定されている対象役員及び対象従業員等(合わせて「対象役職員」)の範囲については、以下のとおりであります。

(1)対象役員の範囲
対象役員は、当期中に当行の取締役であった者としています。なお、社外取締役を除いております。

(2)対象従業員等の範囲
対象従業員等は、当行の従業員並びに主要な連結子法人等の役職員のうち、高額の報酬等を受ける者で当行及びその主要な連結子法人等の
業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者等であります。

①主要な連結子法人等の範囲
主要な連結子法人等とは、銀行の連結総資産に対する総資産の割合が2％を超える連結子法人等及びグループ経営に重要な影響を与える連結
子法人等であります。具体的には、SMBCバンクインターナショナル等の海外現地法人が該当します。

②高額の報酬等を受ける者の範囲
高額の報酬等を受ける者とは、当行の親会社である株式会社三井住友フィナンシャルグループ、当行及び当行の主要な連結子法人等から基
準額以上の報酬等を受ける者であります。当行では基準額を110百万円に設定しております。当該基準額は、株式会社三井住友フィナンシ
ャルグループ及び当行の過去3年間における対象役員に対する報酬等(以下、「役員報酬額」)の総額の平均(各事業年度における期中就任者・期
中退任者を含む)をもとに設定し、グループ共通の基準額としております。これは、当行役員の多くが、株式会社三井住友フィナンシャルグ
ループの役員を兼務しており、役員報酬額は、グループ全体への貢献度に応じて決定されることを踏まえたものであります。なお、国内役
員の退職一時金につきましては、役員報酬額から退職一時金の全額を一旦控除したものに退職一時金を在職年数で除した金額を足し戻した
金額をもって、その者の役員報酬額とみなし、高額の報酬等を受ける者の判断を行っております。

③当行及び当行の主要な連結子法人等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者の範囲
当行及び当行の主要な連結子法人等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与える者とは、その者が通常行う取引や管理する事項が、
当行及び当行の主要な連結子法人等の業務の運営に相当程度の影響を与え、又は取引等に損失が発生することにより財産の状況に重要な影
響を与える者であります。具体的には、海外を含め当行及び当行の主要な連結子法人等における取締役、監査役及び執行役員(対象役員に含
まれる者を除く)等であります。

2.対象役職員の報酬等の決定及び報酬等の支払その他の報酬等に関する業務執行の監督を行う委員会その他の主要な機
関等の名称、構成及び職務について

(1)対象役員の報酬等の決定について
当行取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等は、株主総会において決議された限度額の範囲内において取締役会から委任を受けた
頭取が、SMFG報酬委員会の審議内容を踏まえ、当行における役割・責任・成果を反映し、個人別の報酬等の額を決定しております。
上記により決定された内容については、当行監査等委員会へ報告を行っております。
当行監査等委員である取締役の個人別の報酬等は、株主総会において決議された限度額の範囲内において、監査等委員である取締役の協議
により決定しております。

(2)対象従業員の報酬等の決定について
三井住友フィナンシャルグループの「報酬等に関する事項」に記載しております(444ページ「2.対象役職員の報酬等の決定及び報酬等の支払そ
の他の報酬等に関する業務執行の監督を行う委員会その他の主要な機関等の名称、構成及び職務について (2)対象従業員等の報酬等の決定
について」をご参照ください。)
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■当行グループの対象役職員の報酬等の体系の設計及び運用の適切性の評価について
報酬等に関する方針について

対象役員及び対象従業員等の報酬等に関する方針について

(1)対象役員の報酬等に関する方針
当行は、取締役及び執行役員(以下、「役員等」)の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針(以下、「本方針」)を定めております。
本方針は、SMBCグループの経営理念及び中長期的に目指す姿であるビジョンの実現に向けて、役員等の報酬が、適切なインセンティブと
して機能することを目的としております。
＜基本コンセプト＞
当行の役員等の報酬は、以下に掲げる考え方に基づき決定する。
Ⅰ.SMBCグループの経営理念及びビジョンの実現に向けて、適切なインセンティブとして機能することを目的とする。
Ⅱ.SMBCグループの経営環境や短期・中長期の業績等を反映するとともに、株主価値の向上やお客さまへの価値提供、持続可能な社会の実
現への貢献等を踏まえた報酬体系とする。

Ⅲ.各々の役員等が担う役割・責任・成果を反映する。
Ⅳ.第三者による経営者報酬に関する調査等を踏まえ、競争力のある水準とする。
Ⅴ.過度なリスクテイクを抑制し、金融業としてのプルーデンスを確保する。
Ⅵ.内外の役員報酬に係る規制・ガイドライン等を遵守する。
Ⅶ.適切なガバナンスとコントロールに基づいて決定し、経済・社会情勢や経営環境等を踏まえ、適時適切に見直しを行う。

＜報酬体系＞
Ⅰ.当行の役員等の報酬は、原則として、「基本報酬」「賞与」「株式報酬」の構成とする。
但し、社外取締役及び監査等委員の報酬は、経営の監督機能としての役割を踏まえ、「基本報酬」及び業績によって付与数が変動しない「株
式報酬」の構成とする。

Ⅱ.業績に対するアカウンタビリティ・インセンティブ向上の観点から、各々の役員等(社外取締役及び監査等委員を除く)の総報酬に占める、
経営環境や業績等を踏まえて変動する業績連動部分の比率の目安を、役位に応じ40％から60％程度とする。業績連動部分は、SMBCグ
ループの業績、持続可能な社会の実現への貢献に係る取組状況及び各々の役員等(社外取締役及び監査等委員を除く)の成果に応じ、報酬
基準額の0％から150％の範囲で支給を行う。

Ⅲ.親会社である三井住友フィナンシャルグループ(以下、SMFG)株主との利益共有強化の観点から、各々の役員等(社外取締役及び監査等委
員を除く)の総報酬に占める、SMFG株式で支給する報酬の比率の目安を、役位に応じ25％から45％程度とし、株式報酬制度による
SMFG株式の保有促進を通じて、会長及び頭取については基本報酬(年額)の3倍以上、その他の役員等(社外取締役及び監査等委員を除く)
については基本報酬(年額)の2倍以上に相当する数の株式保有を目標とする。社外取締役の総報酬に占める、SMFG株式で支給する報酬の
比率の目安は、10%程度とする。

Ⅳ.なお、業績連動部分の比率、株式で支給する報酬の比率は、上記を目安としつつ、各々の役員等の役割等に応じた適切な割合を設定する。
Ⅴ.「基本報酬」は、原則として役位に応じた現金固定報酬とし、各々の役員等が担う役割・責任等を踏まえて決定し、定期的に支給する。
Ⅵ.「賞与」は前年度のSMBCグループの業績、持続可能な社会の実現への貢献に係る外部評価機関の評価結果及び個人の短期・中長期観点で
の職務遂行状況等を踏まえて年度毎に決定する。決定した金額は、現金にて支給する。なお、「賞与」が一定の基準額を超える場合には、
支給の一部を複数年にわたり繰り延べる。
ａ.評価指標及び評価ウェイトの内容は以下のとおり。

評価指標 評価ウェイト
SMFGの連結業務純益 前期比/計画比 50％

SMFGの親会社株主に帰属する当期純利益 前期比/計画比 50％

※なお、評価指標に十分に反映されない事情を認める場合、SMFG報酬委員会は、当該事情を総合的に判断し、上下±5%の範囲内で評
価に反映することがある。

ｂ.持続可能な社会の実現への貢献に係る取組状況は、主要な外部評価機関の評価結果をもとに評価し、a.により得られた評価に上下±5％
の範囲内で反映する。

Ⅶ.「株式報酬」は、中期業績等に連動して支給する「株式報酬Ⅰ」、業績に関わらず一定額を支給する「株式報酬Ⅱ」、役位等に応じて支給する
「株式報酬Ⅲ」の3類型による構成とする。
ａ.「株式報酬」は、原則としてSMFGの譲渡制限付株式による支給とし、各類型で適切な譲渡制限期間を設定する。
ｂ.「株式報酬Ⅰ」は、SMBCグループの中期経営計画対象期間の計画達成状況やSMFG株式のパフォーマンス、SMBCグループが設定する
重点課題への取組状況等をもとに、中期経営計画の対象期間終了後に報酬額を決定し、支給する。評価は、財務指標(中期経営計画目
標)60％、株式指標20％、非財務指標20%の評価ウェイトにより算出する。評価指標及び評価ウェイトの内容は以下のとおり。

評価指標＊1、2 評価ウェイト

財務指標 ROTE 30％
SMFGの連結業務粗利益 30％

株式指標 TSR(株主総利回り)＊3 20％
非財務指標 社会的価値創造と従業員に関する取組＊4 20％
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＊1 上記指標に加え、SMFG報酬委員会は調整項目として「Build Next Core(次の成長への布石)」「コンプライアンス・お客さま本
位・リスク管理」等を総合的に判断し、上下±10%の範囲内で評価に反映する。

＊2「CET1比率(バーゼルⅢ最終化時、その他有価証券評価差額金を除く)」をノックアウト指標として設定し、年度末時点で一定水準
を下回った場合、当該年度に係る株式報酬Ⅰを不支給とする。

＊3 SMFG報酬委員会が、中期経営計画対象期間中のTSRの相対的な評価により、目標達成度を算出する。
＊4 社会的価値創造に向けたマテリアリティ(緑の地球・輝く人々・幸せな成長)・従業員(エンゲージメントサーベイの各項目の結果を

組み合わせて算出した人財ポリシースコア)に関する取組状況やKPIの達成状況に応じて、SMFG報酬委員会が評価する。

ｃ.「株式報酬Ⅱ」は、社外取締役及び監査等委員を対象に、業績に関わらず一定の報酬額を支給する。
ｄ.「株式報酬Ⅲ」は、役位等に応じて決定し、支給する。

Ⅷ.財務諸表の重大な修正やSMBCグループのレピュテーションへの重大な損害等の事象が発生した場合には、「株式報酬Ⅰ」「株式報酬Ⅲ」
及び、繰り延べ支給の対象となる「賞与」について、減額や没収、返還請求が可能な仕組みを導入する。

Ⅸ.「報酬体系」に記載の以上の事項に関わらず、役員等のSMBCグループ各社における役割その他合理的な事情により以上の事項を適用する
ことが適切でないとSMFG報酬委員会が判断する場合や、海外現地採用の役員等及び日本国外に在住・在勤する役員等については、＜基
本コンセプト＞に加え、各国の報酬規制・税制、報酬慣行、マーケット水準等を勘案し、過度なリスクテイクを招かないよう個人別に報
酬を設計する。

＜報酬の決定プロセス＞
Ⅰ.本方針は、SMFG報酬委員会が定める「役員報酬の決定方針」を踏まえ、当行取締役会で決定する。
Ⅱ.当行取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬等は、株主総会において決議された限度額の範囲内において取締役会から委任を受
けた頭取が、SMFG報酬委員会の審議内容を踏まえ、当行における役割・責任・成果を反映し、個人別の報酬等の額を決定する。

Ⅲ.上記Ⅱにより決定された内容については、当行監査等委員会へ報告を行う。
Ⅳ.当行執行役員の報酬等の具体的金額、支払時期及び方法等については、頭取が当行における役割・責任・成果を反映し、これを定める。
Ⅴ.当行監査等委員である取締役の個人別の報酬等は、株主総会において決議された限度額の範囲内において、監査等委員である取締役の協
議により決定する。
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■当行グループの対象役職員の報酬等の体系とリスク管理の整合性に関する事項及び当行グループの対象役職員の報酬
等と業績の連動について

三井住友フィナンシャルグループの「報酬等に関する事項」に記載しております(447ページ「当社グループの対象役職員の報酬等の体系とリスク
管理の整合性に関する事項及び当社グループの対象役職員の報酬等と業績の連動について」をご参照ください)。

■当行グループの対象役職員の報酬等の種類、支払総額及び支払方法に関する事項
1.株式会社三井住友銀行(連結)における当該事業年度に割り当てられた報酬等

(単位：人、百万円)

項番 イ ロ
対象役員 対象従業員等

1

固定報酬

対象役員及び対象従業員等の数 13 410
2 固定報酬の総額(3＋5＋7) 862 25,797
3 うち、現金報酬額 802 25,343
4 3のうち、繰延額 ― ―
5 うち、株式報酬額又は株式連動型報酬額 42 92
6 5のうち、繰延額 42 92
7 うち、その他報酬額 17 361
8 7のうち、繰延額 ― ―
9

変動報酬

対象役員及び対象従業員等の数 9 408
10 変動報酬の総額(11＋13＋15) 713 32,530
11 うち、現金報酬額 245 30,037
12 11のうち、繰延額 ― 11,102
13 うち、株式報酬額又は株式連動型報酬額 467 2,492
14 13のうち、繰延額 467 1,732
15 うち、その他報酬額 ― ―
16 15のうち、繰延額 ― ―
17

退職慰労金
対象役員及び対象従業員等の数 1 377

18 退職慰労金の総額 ― 9,672
19 うち、繰延額 ― ―
20

その他の報酬
対象役員及び対象従業員等の数 ― 10

21 その他の報酬の総額 ― 496
22 うち、繰延額 ― ―
23 報酬等の総額(2＋10＋18＋21) 1,576 68,496

(注)1.報酬額等には、主要な連結子法人等からの報酬額等を含めて記載しております。
2.株式報酬Ⅲは役員等の職位に応じた金額を割り当てしていることから、固定報酬として区分しております。その他の株式報酬は、業績等
に応じて付与金額が変動することから、変動報酬として区分しております。

2.特別報酬等
(単位：人、百万円)

イ ロ ハ ニ ホ ヘ
ボーナス保証 採用時一時金 割増退職金

人数 総額 人数 総額 人数 総額
対象役員 ― ― ― ― ― ―
対象従業員等 31 4,520 7 739 1 51
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1.株式会社三井住友銀行(単体)における当該事業年度に割り当てられた報酬等
(単位：人、百万円)

項番 イ ロ
対象役員 対象従業員等

1

固定報酬

対象役員及び対象従業員等の数 13 218
2 固定報酬の総額(3＋5＋7) 862 13,645
3 うち、現金報酬額 802 13,191
4 3のうち、繰延額 ― ―
5 うち、株式報酬額又は株式連動型報酬額 42 92
6 5のうち、繰延額 42 92
7 うち、その他報酬額 17 361
8 7のうち、繰延額 ― ―
9

変動報酬

対象役員及び対象従業員等の数 9 216
10 変動報酬の総額(11＋13＋15) 713 15,548
11 うち、現金報酬額 245 15,094
12 11のうち、繰延額 ― 5,285
13 うち、株式報酬額又は株式連動型報酬額 467 454
14 13のうち、繰延額 467 442
15 うち、その他報酬額 ― ―
16 15のうち、繰延額 ― ―
17

退職慰労金
対象役員及び対象従業員等の数 1 197

18 退職慰労金の総額 ― 6,177
19 うち、繰延額 ― ―
20

その他の報酬
対象役員及び対象従業員等の数 ― 2

21 その他の報酬の総額 ― 48
22 うち、繰延額 ― ―
23 報酬等の総額(2＋10＋18＋21) 1,576 35,421

(注)1.報酬額等には、主要な連結子法人等からの報酬額等を含めて記載しております。
2.株式報酬Ⅲは役員等の職位に応じた金額を割り当てしていることから、固定報酬として区分しております。その他の株式報酬は、業績等
に応じて付与金額が変動することから、変動報酬として区分しております。

2.特別報酬等
(単位：人、百万円)

イ ロ ハ ニ ホ ヘ
ボーナス保証 採用時一時金 割増退職金

人数 総額 人数 総額 人数 総額
対象役員 ― ― ― ― ― ―
対象従業員等 17 2,229 5 689 ― ―
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■当行グループの対象役職員の報酬等の体系に関し、その他参考となるべき事項
株式会社三井住友銀行(連結)における繰延報酬等
繰延報酬等 (単位：百万円)

イ ロ ハ ニ ホ

繰延報酬等の残高
イのうち、調整又は
変動の対象となる
繰延報酬等の残高

割当て後の報酬等に
関して、当該事業年度に
指標等の変動に連動しない
調整を受けた変動額

割当て後の報酬等に
関して、当該事業年度に
指標等の変動に連動した
調整を受けた変動額

当該事業年度に
支払われた

繰延報酬等の額

対
象
役
員

現金報酬額 ― ― ― ― ―
株式報酬額又は
株式連動型報酬額 1,287 1,262 ― ― 110

その他の報酬額 ― ― ― ― ―
対
象
従
業
員
等

現金報酬額 37,721 1,575 ― ― 7,230
株式報酬額又は
株式連動型報酬額 2,469 2,442 ― 415 747

その他の報酬額 ― ― ― ― 14
総額 41,478 5,279 ― 415 8,102

株式会社三井住友銀行(単体)における繰延報酬等
繰延報酬等 (単位：百万円)

イ ロ ハ ニ ホ

繰延報酬等の残高
イのうち、調整又は
変動の対象となる
繰延報酬等の残高

割当て後の報酬等に
関して、当該事業年度に
指標等の変動に連動しない
調整を受けた変動額

割当て後の報酬等に
関して、当該事業年度に
指標等の変動に連動した
調整を受けた変動額

当該事業年度に
支払われた

繰延報酬等の額

対
象
役
員

現金報酬額 ― ― ― ― ―
株式報酬額又は
株式連動型報酬額 1,287 1,262 ― ― 110

その他の報酬額 ― ― ― ― ―
対
象
従
業
員
等

現金報酬額 17,543 ― ― ― 3,542
株式報酬額又は
株式連動型報酬額 1,233 1,205 ― ― 46

その他の報酬額 ― ― ― ― 14
総額 20,063 2,468 ― ― 3,712




